技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針

	地方公共団体の技能労務職員等の給与については、同種の民間事業の従業者に比べ高額となっているのではないかとの厳しい批判があることから、技能労務職員の給与の現状、見直しに向けた基本的な考え方、具体的な取組内容について公表いたします。


１　現状

(1)　職種ごとの人数・平均給与・平均年齢
	技能労務職（全体）

	平均年齢
	職員数
	平均給料月額
	平均給与月額

	50.4歳
	36人
	296,300円
	336,691円

	技能労務職（清掃員）

	平均年齢
	職員数
	平均給料月額
	平均給与月額

	＊
	2人
	＊
	＊

	技能労務職（学校給食員）

	平均年齢
	職員数
	平均給料月額
	平均給与月額

（Ａ）

	49.2歳
	5人
	208,820円
	217,524円

	技能労務職（自動車運転員）

	平均年齢
	職員数
	平均給料月額
	平均給与月額

	50.9歳
	2７人
	314,711円
	363,425円

	技能労務職（電話交換手）

	平均年齢
	職員数
	平均給料月額
	平均給与月額

	＊
	１人
	＊
	＊

	技能労務職（計量員）

	平均年齢
	職員数
	平均給料月額
	平均給与月額

	＊
	１人
	＊
	＊


※　総務省の公表する「地方公共団体の技能労務職員等の平均給与月額等について」と同様に、個人情報保護の観点から、対象となる職員数が１人又は２人の場合は個人情報が特定されるため、アスタリスク（＊）としています。
(2)　(1)に対応する民間従業員の平均年齢・平均給与月額

	区分
	民　　　　　　間
	平均給与月額
（Ｂ）

	
	対応する民間の類似職種
	平均年齢
	

	学校給食員
	調理師
	40.4歳
	253,300円

	参　　　　　　　　考

	Ａ／Ｂ
	年収ベース（試算値）の比較

	
	相生市
（Ｃ）
	民間
（Ｄ）
	Ｃ／Ｄ

	0.86
	3,398,254円
	3,478,600円
	0.98

	※　平均給与月額とは、給料と各種手当（職員手当）の合計額を平均したものです。
※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータ（平成16年～18年の3ヶ年平均）を使用しており、対応する民間の類似職種である調理師は、兵庫県の平均値です。
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。
※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。


(3)　職種ごとの年齢別の人数・平均給与

	職　種
	３０歳未満 職　員　数
	４０歳未満 職　員　数
	５０歳未満 職　員　数
	５５歳未満 職　員　数
	６０歳未満 職　員　数

	
	平均給与
	平均給与
	平均給与
	平均給与
	平均給与

	清掃員
	　
	　
	1
	　
	1

	
	　
	　
	＊
	　
	＊

	学校給食員
	　
	1
	2
	1
	1

	
	　
	＊
	＊
	＊
	＊

	自動車運転員
	　
	　
	9
	14
	4

	
	　
	　
	347,374円
	368,290円
	382,514円

	電話交換手
	　
	　
	1
	　
	　

	
	　
	　
	＊
	　
	　

	計量員
	　
	　
	1
	　
	　

	
	　
	　
	＊
	　
	　


※　総務省の公表する「地方公共団体の技能労務職員等の平均給与月額等について」と同様に、個人情報保護の観点から、対象となる職員数が１人又は２人の場合は個人情報が特定されるため、アスタリスク（＊）としています。
(4)　その他給与に関する事項

ア　給料表　　国の行政職給料表（二）と同じ５級制を採用しています。

　　イ　手　当　　技能労務職員に支給されている手当の主な内容は、以下のとおりです。

	相生市
	国

	扶養手当
	配偶者　　 13，000円/月
	同じ

	
	扶養親族　一人につき6，000円/月
	

	
	　ただし16歳～22歳まで5，000円加算
	

	住居手当
	借家27，000円/月を限度
	同じ

	
	持家　取得後5年間　2,500円/月
	

	通勤手当
	交通機関利用者　55，000円/月を限度
	同じ

	
	自動車等利用者（2㎞以上）
	

	
	　　　2，000円～24，500円/月
	


※　平成19年人事院勧告により、国と同様に、扶養親族　一人につき、「6，000円/月」は

「6，500円/月」に改正されています。
特殊勤務手当

	手当の種別
	区分
	支給額
	支給を受ける者

	清掃作業

従事手当
	1人1日につき
	800円
	し尿収集作業、し尿処理作業に従事した職員

	
	1人1日につき
	600円
	塵芥収集作業、塵芥処理作業に従事した職員

	
	1人1日につき
	600円
	汚泥収集作業に従事した職員


ウ　標準職務表及び昇給・昇格資格基準

行政職給料表（二）級別標準職務表

	職務の級
	標準的な職務

	1級
	1　一般技能職員の職務

	
	2　労務職員の職務

	2級
	1　自動車運転員の職務

	
	2　ボイラー技士の職務

	
	3　相当の経験を有する一般技能職員の職務

	
	4　相当の経験を有する労務職員の職務

	3級
	1　現場班長を補助する現場副班長の職務

	
	2　相当の技能又は経験を有する自動車運転員の職務

	
	3　相当の技能又は経験を有するボイラー技士の職務

	
	4　高度の技能若しくは経験を有する一般技能職員の職務

	
	5　労務職員を直接指揮監督する業務主任若しくは業務班長の職務又は

	
	   これに相当する業務を行う職務

	
	6　高度の経験を有する労務職員の職務

	
	7　技能労務職員を直接指揮監督する現場班長の職務

	
	8　技能主任の職務

	4級
	1　きわめて高度の技能又は経験を有する技能主任の職務

	5級
	1　技能労務職員を指揮監督する現場長の職務

	
	2　技能労務職員を直接指揮監督する現場主任の職務


	昇給基準
	
	

	　職員の昇給は、毎年１月１日を基準日として、同日前１年間におけるその者の勤務成績に応じて行うこととしています。そして、職員を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給数は、同日前１年間の全部を良好な成績で勤務した職員の号給数を４号給とすることを標準として以下に定める基準に基づき決定しています。

	勤務成績
	昇給区分
	昇給の号級数

	　勤務成績が極めて良好である職員
	Ａ
	８号給以上

	　勤務成績が特に良好である職員
	Ｂ
	６号給

	　勤務成績が良好である職員
	Ｃ
	４号給

	　勤務成績がやや良好でない職員
	Ｄ
	２号給

	　勤務成績が良好でない職員
	Ｅ
	０号給


２　基本的な考え方

　　技能労務職員の給与については、その職務の性格や内容を踏まえつつ、特に民間の同一又は類似の職種に従事する者との均衡に留意し、市民のみなさまの理解と納得が得られよる適正な給与制度・運用となるよう努めます。

　　また、今後も市広報紙やホームページ等を介して、積極的に情報の開示を行ってまいります。

３　具体的な取組内容

(1)　特殊勤務手当見直し（平成１８年度から施行）

特殊勤務手当は、職員の勤務が著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他著しく特殊な勤務で、給与上特別の考慮を必要とし、かつ、その特殊性を給料で考慮することが適当でないものを対象とする手当であり、

1　その主旨に合致しているか。

2　給料との重複はないか。

3　国家公務員との均衡が図れてるか。　

4　近隣市との均衡が図れてるか。

5　市民の理解を得られるものか。

の５点の観点から見直しを行い、下記の全ての手当を廃止いたしました。

	業務内容
	区分
	支給額
	支給を受ける者

	葬儀施設取扱手当
	１人１件につき
	300円から500円
	装具の取扱に従事した職員又は葬儀又は霊柩車の運転に従事した自動車運転員又は火葬の業務に従事した職員

	ボイラ－取扱手当
	１人につき月額
	2,000円
	ボイラ－による危害防止についての事項を担当したボイラ－取扱主任

	へい獣取扱手当
	１人１件
	200円
	へい獣の取扱に従事した職員

	電気主任技術員

手当
	第２種又は第３種の電気主任技術者　　１人につき月額
	2,000円
	電気工作物の工事､維持又は運用に関する保安監督の業務に従事した電気主任技術職員

	
	上記以外の電気主任技術者　　１人につき月額
	1,500円
	　

	道路舗装作業従事手当
	１人１日につき
	240円
	乳剤等を使用し、道路の舗装作業に従事した職員

	現場監督業務従事手当
	１人につき月額
	5,000円
	技能労務職員を指揮監督する現場長又は現場主任

	
	１人につき月額
	3,000円
	　

	年末年始勤務手当
	医員　１人勤務１回につき
	6,000円
	その年の１２月２９日から翌年１月３日までの間に勤務した職員

	
	その他職員　１人勤務１回につき
	5,000円
	　


(2)　職員の採用抑制
以前より職員の採用につきましては、行政サービスを低下させないことを前提に採用人員を検討することとしており、厳しい財政状況の中で、また、将来において一時的に大量の退職者が生じることのないよう、定員適正化計画に沿った職員削減を進めることとしております。

４　その他

　　厳しい財政運営が続き、今後もさらに厳しい状況が予想される中で、給与の見直し及び職員の削減は避けては通れない状況にあります。

　　そこで、今後は、各年度ごとの技能労務職員の定年退職状況を注視しながら、退職者補充の見直し及び職員数の適正化を踏まえ、次のような見直しを検討し実施していきたいと考えております。

(1)　民間委託の推進

　　　公共サービスの民間委託の推進について、現在の厳しい財政の状況下においては、財政の健全化への有効な方策であるものと考えることから、民間にできることは民間にという考えに基づく指定管理者制度などの民間活力の導入を推進していきます。具体的には、環境部門などで可能な業務を民間委託へ移すことを検討事項として考えており、今後、実施に向けた可能性について検討を行っていきます。
(2)　事務事業の見直し

　　事務事業の見直しを徹底し、行政需要の減少した部門には、人事異動等において職員数の適正化を図ってまいります。

(3)　職員数の削減見込み

	年度
	退職者数
	累計
	内訳

	19年度
	２
	３４
	自動車運転員２

	20年度
	１
	３３
	学校給食員１

	21年度
	２
	３１
	自動車運転員１、清掃員１

	22年度
	０
	３１
	

	23年度
	１
	３０
	自動車運転員１

	24年度
	３
	２７
	自動車運転員３

	25年度
	３
	２４
	自動車運転員２、学校給食員１

	26年度
	５
	１９
	自動車運転員５

	27年度
	４
	１５
	自動車運転員３、学校給食員１

	28年度
	１
	１４
	自動車運転員１

	29年度以降
	１４
	－
	自動車運転員９、清掃員１、学校給食員２、

計量員１、電話交換手１、


